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国民年金保険料の納付率に関する分析 

○ 平成22年度の納付率（現年度分）は５９．３％で、前年度と比べれば△０．７ポイントである。 

○ 低下幅は、前年度と比べ縮小している。（△２．１ポイント ⇒ △０．７ポイント）  

○ 年金事務所ごとの納付率（現年度分）を見ると、６０事務所で前年度より上昇している。 

  （平成２１年度は全ての年金事務所（３１２ヵ所）で低下） 

○ 納付率低下の要因としては、納付率の高い高年齢者の割合が低下したこと、市場化テストにおける対策が十分な効果を上げ 

 られなかったこと、などが考えられる。  

１ 国民年金保険料の納付状況 

 

①平成２２年度の現年度分（平成２２年４月分～平成２３年３月分）の納付率 
           ５９．３％（対前年度比△０．７ポイント） 

 納付対象月数 １６，６７９万月（対前年度比△３．６％） 

 納付月数    ９，８９３万月（対前年度比△４．７％） 
 
 
 

②過年度分（平成２０年度分）の納付率    ６６．８％ 
（平成２０年度末と比較して＋４．８ポイント） 
（平成２１年度末と比較して＋１．８ポイント） 

 過年度分（平成２１年度分）の納付率    ６３．２％ 
             （平成２１年度末と比較して＋３．３ポイント） 

 

年度 納付率（現年度分） 低下幅（対前年度比） 
平成１９年度 ６３．９％ ▲２．４ 
平成２０年度 ６２．１％ ▲１．８ 
平成２１年度 ６０．０％ ▲２．１ 
平成２２年度 ５９．３％ ▲０．７ 

平成２２年度 平成２３年度 低下幅（対前年度比） 
５月末現在（４月分） ５１．５％ ５１．３％ ▲０．２ 
６月末現在（５月分） ５４．１％ ５３．９％ ▲０．２ 
７月末現在（６月分） ５５．２％ ５５．２％ ▲０．０ 
８月末現在（７月分） ５５．１％ ５５．０％ ▲０．１ 

（参考）平成２３年度の実績 
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２ 納付率低下の要因 

① 第１号被保険者の年齢構成の変化  

○ 平成２２年度末現在の第１号被保険者の年齢構成を平成２１年度末現在と比較すると、５５～５９歳が第１号被保険者全 

 体に占める割合が０．７ポイント低下し（１６．４％⇒１５．７％）、平均年齢は０．１歳若くなった（３９．６歳⇒３９． 

 ５歳）。 

  年齢階級別の納付率は年齢階級が上がるにつれて上昇していく傾向にあり、第１号被保険者の年齢構成が若い方向にシフ 

 トしたことにより、平成２２年度の現年度納付率に与えた影響は概ね△０．２ポイント程度と推計される。 

 

  

○ 市場化テスト事業については、納付督励活動によって獲得すべき保険料（月数）の目標（要求水準及び最低水準）が達成 

 できていない。 

  納付督励活動によって獲得した平成２２年度の現年度保険料は、平成２１年度に比べて約４７万月減少（９８８万月 ⇒  

 ９４１万月）しており、このことが平成２２年度の現年度納付率に与えた影響は概ね△０．３ポイント程度と推計される。 

 

② 市場化テスト事業の実績低迷 

③ 東日本大震災による納付督励の停止等  

○ 東日本大震災の発生以降、被災地（青森、岩手、宮城、福島、茨城の全域）においては、市場化テスト受託事業者による 
 納付督励や強制徴収を全面的に停止した。また、仙台市にコールセンターを設置していた市場化テスト受託事業者（３社） 

 については、コールセンターが被災し、被災地以外も含めて電話納付督励が４月末まで出来なかった。これらのことが平成 

 ２２年度の現年度納付率に与えた影響は概ね△０．１ポイント程度（上記②の「△０．３ポイント」の内数）と推計され 

 る。 
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３ 納付率低下の背景と考えられる構造的な課題 

○ 平成２０年国民年金被保険者実態調査の結果から、納付率低下の主な背景として、次のような構造的な課題が考えられる。 

・ 平成２０年調査では臨時・パートの割合が２６．１％であり、平成１１年調査と比べて１０ポイント近く増加している。 

・ 就業状況別の保険料納付状況をみると、臨時・パートは完納者の割合が最も低くなっており、また、第１号被保険者本 

 人の所得水準についても、臨時・パートは自営業主、常用雇用等と比較して低くなっている。 

・ このように、納付率が低くなっている背景には、不安定な雇用状況におかれた保険料負担能力の低い非正規労働者の割 

 合の増加という要因もあると考えられる。 

 ① 第１号被保険者の就業状況   

・ 保険料納付状況別に第１号被保険者の属する世帯の総所得金額の分布をみると、納付者全体の世帯の平均総所得金額は 

 ５５５万円となっているのに対し、１号期間滞納者の世帯の平均総所得金額は３４２万円となっている。 

・ 次に、保険料納付状況別に第１号被保険者本人の総所得金額の分布をみると、納付者の平均は１７８万円となっている  

 のに対し、１号期間滞納者の平均は１１３万円となっている。 

・ １号期間滞納者の国民年金保険料を納付しない理由としては「保険料が高く、経済的に支払うのが困難」が６４．２％ 

 と最も高くなっている。 

・ このように、納付率が低くなっている背景には、第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の低い所得水準 

 という要因もあると考えられる。 

 

 

 

 

 

  

③ 年金制度及び行政組織に対する不信感・不安感 

   

 ② 第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の所得水準 

・ １号期間滞納者が国民年金保険料を納付しない理由として、 「保険料が高く、経済的に支払うのが困難」が６４．２％ 

 のほか、 「年金制度の将来が不安・信用できない」が１４．３％、「社会保険庁が信用できない」が７．０％となって 

 おり、納付率が低くなっている背景には、こうした年金制度及び行政組織に対する不信感・不安感という要因もあると考 

 えられる。 
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① 第１号被保険者の就業状況  

○ 平成２０年国民年金被保険者実態調査結果（平成２２年３月公表）によると、臨時・パートの割合が２６．１％となってお 

 り、平成１１年調査と比較して１０ポイント近く増加している。 

※注１：平成１７年以前については、調査年の４月又は５月に資格喪失した者が含まれていないが、平成２０年では含まれるため、推移をみる場合には注意が必要である。  

自営業主 家族従業者 常用雇用 臨時・パート 無職 不詳 

平成１１年調査 ２２．６％ １１．３％ ９．８％ １６．６％ ３４．９％ ４．８％ 

平成１４年調査 １７．８％ １０．１％ １０．６％ ２１．０％ ３４．７％ ５．７％ 

平成１７年調査 １７．７％ １０．５％ １２．１％ ２４．９％ ３１．２％ ３．６％ 

平成２０年調査 １５．９％ １０．３％ １３．３％ ２６．１％ ３０．６％ ３．８％ 

※注２：四捨五入の関係で総計が１００％にならない場合がある。  

○ 次に、就業状況別の保険料納付状況をみると、臨時・パートは完納者の割合が最も低くなっている。 

○ また、就業状況別の第１号被保険者本人の所得水準をみると、臨時・パートは自営業主、家族従業者、常用雇用と比較して 

 低くなっている。 

○ このように、納付率が低くなっている背景には、不安定な雇用状況におかれた保険料負担能力の低い非正規労働者の割合の 

 増加という要因もあると考えられる。 

＜第１号被保険者の就業状況＞ 

【参考】平成２０年国民年金被保険者実態調査結果（平成２２年３月公表資料から） 
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①第１号被保険者の属する世帯の総所得金額（平均） ②第１号被保険者本人の総所得金額（平均） 

総数 ４６９万円 １２１万円 

自営業者 ５５６万円 ２８６万円 

家族従業者 ５３９万円 １１３万円 

常用雇用 ４９１万円 １５２万円 

臨時・パート ４１６万円 ６３万円 

無職 ４２４万円 ４５万円 

※注１：①は世帯の総所得金額が不詳な者を除く。②は本人の総所得が不詳な者を除く。 
※注２：平成１９年の所得である。 
※注３：上記の平均額は、郵送調査と所得等調査の結果を合わせて集計（両方の調査票がそろっている者のみを集計）したものであり、所得等調査のみによって集計した平均値（１２ページ参照） 
    と総数が異なる場合がある。 

＜就業状況別 第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の所得水準（平成２０年調査）＞ 

＜就業状況別 保険料納付状況（平成２０年調査）＞ 

完納者 一部納付者 申請全額免除者 学生納付特例者 若年者納付猶予者 １号期間滞納者 

自営業主 ５７．６％ １２．３％ ７．７％ ０．９％ ０．６％ ２１．０％ 

家族従業者 ６４．６％ １０．２％ ６．５％ ０．７％ １．０％ １７．０％ 

常用雇用 ４０．２％ １２．９％ ５．７％ １１．５％ １．７％ ２８．０％ 

臨時・パート ３４．５％ １１．２％ １３．８％ １２．５％ ２．７％ ２５．３％ 

無職 ３９．１％ ８．０％ １４．５％ １１．９％ ２．７％ ２３．７％ 
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② 第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の所得水準  

○ 平成２０年国民年金被保険者実態調査結果（平成２２年３月公表）によると、第１号被保険者の属する世帯の総所得金額の 

 平均は４６９万円となっている。また、保険料納付状況別に第１号被保険者の属する世帯の総所得金額の分布をみると、納付 

 者の平均は５５５万円となっているのに対し、１号期間滞納者の平均は３４２万円となっている。 

 

 

 

 

  

※注１：①は世帯の総所得金額が不詳な者を除く。②は本人の総所得が不詳な者を除く。 

※注２：調査年の前年の所得である。（例…平成２０年調査→平成１９年の所得） 

※注３：平成１１年調査及び平成１４年調査の「１号期間滞納者」の欄については、当該調査における「未納者」の数値を記載している。 

①第１号被保険者の属する世帯の総所得金額（平均） ②第１号被保険者本人の総所得金額（平均） 

総数 納付者 １号期間滞納者 総数 納付者 １号期間滞納者 

平成１１年調査 ５４８万円 ６２９万円 ４６３万円 １４２万円 １６９万円 １１０万円 

平成１４年調査 ４８４万円 ５５４万円 ４１６万円 １３６万円 １６６万円 １２０万円 

平成１７年調査 ４３４万円 ５０５万円 ３２３万円 １２６万円 １５８万円 １０５万円 

平成２０年調査 ４６９万円 ５５５万円 ３４２万円 １３３万円 １７８万円 １１３万円 

＜第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の所得水準（平成２０年調査）＞ 

○ 次に、第１号被保険者本人の総所得金額の平均は１３３万円となっている。また、保険料納付状況別に第１号被保険者本人 

 の総所得金額の分布をみると、納付者の平均は１７８万円となっているのに対し、１号期間滞納者の平均は１１３万円となっ 

 ている。 

○ また、１号期間滞納者の国民年金保険料を納付しない理由としては「保険料が高く、経済的に支払うのが困難」が６４．２ 

 ％と最も高くなっている。 

○ このように、納付率が低くなっている背景には、こうした第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の低い所得 

 水準という要因もあると考えられる。 
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③ 年金制度及び行政組織に対する不信感・不安感  

○ 平成２０年国民年金被保険者実態調査結果（平成２２年３月公表）によると、１号期間滞納者の国民年金保険料を納付しな 

 い理由（主要回答）としては、「年金制度の将来が不安・信用できない」が１４．３％、「社会保険庁が信用できない」が 

 ７．０％となっており、納付率が低くなっている背景には、こうした年金制度及び行政組織に対する不信感・不安感という要 

 因もあると考えられる。 

 

  
＜１号期間滞納者の国民年金保険料を納付しない理由（主要回答）（平成２０年調査）＞ 

保険料が高く、
経済的に支払う
のが困難 

受け取れる年金
額が分からな
い・保険料に比
べて少ない 

これから保険料
を納めても加入
期間が少なく、
年金がもらえな
い 

すでに年金を受
ける要件を満た
している 

年金制度の将来
が不安・信用で
きない 
 

社会保険庁が信
用できない 
 

その他 

平成１１年調査 ６２．４％ ８．１％ ２．２％ ０．９％ ６．３％ － ２０．２％ 

平成１４年調査 ６４．５％ ７．５％ ２．０％ ０．９％ ９．３％ － １５．７％ 

平成１７年調査 ６５．６％ ４．８％ ３．８％ ０．７％ １４．８％ ７．０％ ３．２％ 

平成２０年調査 ６４．２％ ３．９％ ５．３％ １．５％ １４．３％ ７．０％ ４．０％ 

※注１：回答不詳以外の者に対する割合である。なお、四捨五入の関係で総計が１００％にならない場合がある。 

※注２：平成１１年調査及び平成１４年調査においては、「未納者」の国民年金保険料を納付しない理由（主要回答）である。 

※注３：平成１１年調査及び平成１４年調査の「その他」には、「学生であり、親に負担をかけたくない」がそれぞれ９．８％、３．５％含まれている。 
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○ 老齢基礎年金等の受給権者の年金額（男性） 
 

○ 老齢基礎年金等の受給権者の年金額（女性） 
 

平均5.9万円 

○ 老齢基礎年金等の受給権者の年金額は、男性平均が月額5.9万円、女性平均が月額5.1万

円となっており、男性の方が高い。 
 
○ 男性では月額６万円台が62.3％と突出しているのに対し、女性では月額６万円台が

26.2％と最も多いものの、３～５万円台も概ね20％程度で分散している。 

いわゆる２階部分も含めて受給権を有する者の年金月額の分布（男女別） 

（平成21年度 厚生年金保険・国民年金事業の概況） 

 (注) 老齢基礎年金の満額が6.6万円であるにもかかわらず、７万円以上の者がいるのは、振替加算や付加年金を加えた額となっているためである。 

（注） 
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○ 基礎のみ・旧国年（注１）（男性） 
 

○ 基礎のみ・旧国年（女性） 
 

○ 老齢基礎年金のみ（旧国民年金老齢年金含む）の受給権者の年金額は、男性平均が月額

5.4万円、女性平均が月額4.7万円となっており、男性の方が高い。 
 
○ 男性では月額６万円台（38.1％）が最も多く、女性では月額３万円台（28.2％）が最も

多くなっている。 

いわゆる１階部分のみの受給権者の年金月額の分布（男女別） 

（注１）基礎のみ・旧国民年金老齢年金とは、新法厚生年金保険の受給権を有しない基礎年金受給権者及び旧国民年金（５年年金を除く。）をいう。 

（平成21年度 厚生年金保険・国民年金事業の概況） 

 (注２) 老齢基礎年金の満額が6.6万円であるにもかかわらず、７万円以上の者がいるのは、振替加算や付加年金を加えた額となっているためである。 

（注２） 
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老齢基礎年金の繰上げ支給制度の概要 

60歳          65歳 

○ 老齢基礎年金は原則６５歳支給。（受給権者からの請求に基づき、厚生労働大臣が裁定。） 

○ ただし、本人が希望すれば、６０歳以降からは、繰り上げて老齢基礎年金を受給することも

可能。この場合、請求時点（月単位）に応じて年金が減額される。 

請求時の年齢 昭和16年４月２日以降生まれ 昭和16年４月１日以前生まれ 

６０歳 ３０％ ４２％ 

６１歳 ２４％ ３５％ 

６２歳 １８％ ２８％ 

６３歳 １２％ ２０％ 

６４歳 ６％ １１％ 

（参考）繰上げによる減額率 

（注）昭和16年４月２日以降生まれの者については、繰上げ減額率＝0.5％×繰上げた月数（60歳～64歳） 11 



繰上げ受給の動向と影響 

○ 長期的な繰上げ受給の動きは、昭和60年頃から低下傾向であり、平成21年度の繰上げ受給率は、新規
裁定で22.8％、年度末現在で43.9％となっている。 

厚生年金保険・国民年金事業年報 
（社会保険庁・厚生労働省年金局） 
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繰上げ受給による年金引き下げ効果 

○ 都道府県別の繰上げ受給を選択した割合と各都道府県の平均年金額をプロットすると、繰上げを選択し
ている人が多い都道府県ほど平均年金額は低くなっている。 

駒村康平（2007）「所得保障制度のパラメーターに関する分析－国民年金の繰上げ受給に関する
実証分析を中心に－」『フィナンシャル・レビュー』財務省財務総合政策研究所より抜粋 
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2000年の新規国民年金額と 
新規繰上げ受給選択率の関係 

 

2000年の繰り上げと減額率 

2001年の新規国民年金額と 
新規繰上げ受給選択率の関係 

 

2001年の繰り上げと減額率 

資料：社会保険事業年報より作成 資料：社会保険事業年報より作成 



老齢基礎年金の繰上げ受給の意思① 

○ 将来、老齢基礎年金の受給資格を得る年齢に到達した際、老齢基礎年金を繰上げ受給するかについてそ
の意思をみると、「ある」が25.9％、「ない」が30.0％、「わからない」が41.2％となっている。 
 保険料納付状況別にみると、納付・未納・免除すべてにおいて「わからない」の割合が高いが、納付者にお
いて「わからない」の割合は38.8％と、未納者の47.1％、免除者の49 .3％に比べ低く、意思がより明確になっ
ている。 

平成８年国民年金被保険者実態調査（社会保険庁） 

保険料納付状況別老齢基礎年金の繰上げ受給の意思 
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  総数 意思あり 意思なし わからない 不詳 

総数 100.0  25.9  30.0  41.2  2.9  

納付者 100.0  27.8  31.6  38.8  1.8  

未納者 100.0  17.8  26.9  47.1  8.1  

免除者 100.0  21.7  23.9  49.3  5.0  

（注） 
 ・納付者：平成６年４月以降の保険料を納付したことがある者であって、平成７年度中に法定・申請免除期間のある者を除く。 
 ・未納者：平成６年４月～平成８年３月までの２４月の保険料を１月も納付していない者。ただし、平成６年５月以降に資格を取得した者については、

資格取得した月以降の保険料を１月も納付していない者。なお、平成７年度中に法定・申請免除期間のある者を除く。 
 ・免除者：平成７年度中に申請免除期間のある者。 

（単位：％） 



老齢基礎年金の繰上げ受給の意思② 

○ 年齢階級別にみると、年齢が高くなるにつれ意思がより明確になっており、55～59歳の者については、
繰上げ受給の意思がある者が34.6％、意思がない者が39.8％となっている。 

平成８年国民年金被保険者実態調査（社会保険庁） 
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老齢基礎年金を繰上げて受給しようと思う理由① 

○ 老齢基礎年金を繰上げて受給する意思がある者について、その理由をみると、「長生き出来ると思って
いないから」が49.2％と最も高く、次いで「早く生活費の足しにしたいから」25.9％、「自分で自由に使える小
遣いが欲しいから」11.8％の順となっている。 
 保険料納付状況別にみてみると、納付者及び未納者が「長生き出来ると思っていないから」の割合が高
いのに対し、免除者においては「早く生活費の足しにしたいから」の割合が最も高くなっている。 

平成８年国民年金被保険者実態調査（社会保険庁） 

老齢基礎年金を繰上げて受給しようと思う理由 
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  総数 
長生き出来る
と思っていな

いから 

まわりの人が
早く年金を 
受け取って 
いるから 

自分で自由
に使える 
小遣いが 
欲しいから 

早く生活費の
足しにしたい

から 

特に理由は
ない 

不詳 

総数 100.0  49.2  2.3  11.8  25.9  7.7  3.0  

納付者 100.0  50.9  2.5  12.5  23.3  7.8  3.1  

未納者 100.0  46.3  1.9  10.3  30.3  8.1  3.2  

免除者 100.0  39.6  1.5  8.3  41.1  6.9  2.6  

（注） 
 ・納付者：平成６年４月以降の保険料を納付したことがある者であって、平成７年度中に法定・申請免除期間のある者を除く。 
 ・未納者：平成６年４月～平成８年３月までの２４月の保険料を１月も納付していない者。ただし、平成６年５月以降に資格を取得した者については、

資格取得した月以降の保険料を１月も納付していない者。なお、平成７年度中に法定・申請免除期間のある者を除く。 
 ・免除者：平成７年度中に申請免除期間のある者。 

（単位：％） 



老齢基礎年金を繰上げて受給しようと思う理由② 

○ 年齢階級別にみると、「長生き出来ると思っていないから」は40～44歳まで増加し、その後低減してい
る。一方、「早く生活費の足しにしたいから」、「自分で自由に使える小遣いが欲しいから」は40歳台から増
加する傾向にある。 

平成８年国民年金被保険者実態調査（社会保険庁） 
17 
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理由 回答率 

長生きできると思っていないから    51％ 

自分が自由に使える小遣いがほしいから    10.5％ 

早く生活費の足しに使いたいから    21％ 

その他 の理由 6.5％ 

特に理由はない    10.9％ 

18 

駒村委員論文のオリジナルデータより。インターネット調査2008年有効回答者数1012人のうち248人が 
繰上げ受給を希望。そのうちの動機の構成（年齢計） 

老齢基礎年金を繰上げて受給しようと思う理由③ 

○ 最新の調査（インターネット調査）でも、「長生き出来ると思っていないから」や、「早く生活費の足しにした
いから」といった理由が繰上げの理由として多いという分析がある。 

18 



健康保険の被扶養者と年金の第３号被保険者の違いについて 

19 

 

① 医療保険は、給付は医療が必要となった者のみに、現物で行われるため、負担と給付の対価
性が意識されにくい。一方、厚生年金は、一定年齢に達すれば、現金での給付を受けられるた
め、負担と給付の対価性が意識されやすい。 

 
② 医療保険は、配偶者だけでなく家族を含めた全体の費用を、被保険者・事業主の保険料で負

担しているため、特に配偶者にのみ着目した負担の帰着の議論にはなりにくい。一方、厚生年金
は、配偶者と本人の基礎年金部分について、被保険者・事業主の保険料で負担しているため、
配偶者分に着目した負担の帰着の議論になりがちである。 

 
③ 医療保険は、国民健康保険と健康保険とが別制度であることに加え、自営業世帯の専業主婦

は、国保保険料を賦課されているものの低所得であれば所得割は低額であるため、他の制度で
ある健康保険加入世帯の専業主婦が負担無しであることに対し、自営業側からの不公平感は生
じにくい。 

   一方、年金は、国民年金と厚生年金との共通部分の基礎年金があり、自営業世帯の専業主婦

も月１．５万円の保険料を負担していることから、国民年金グループと厚生年金グループそれぞ
れの中での負担ルールの違いがあるといっても、自営業側からの不公平感が生じている。 

  

○ 年金の第３号被保険者制度に対するような批判が、健康保険の被扶養配偶者制度に対

しては向けられていないが、その理由としては、以下のようなことが考えられるのでは

ないか。 



一 般 （ 高 齢 者 以 外 ） 
認定基準額 基 準 の 考 え 方 

52年４月 ７０万円 ①所得税控除対象配偶者収入限度額 給与所得控除＋配偶者控除対象限度 
                 （５０万円）  （２０万円） 
②国共の基準 ７０万円 

56年４月 ８０万円 ①所得税控除対象配偶者収入限度額 給与所得控除＋配偶者控除対象限度 
                 （５０万円）  （２９万円） 

58年４月 ８０万円 
（据置き） 

－ 

59年４月 ９０万円 ①所得税控除対象配偶者収入限度額 給与所得控除＋配偶者控除対象限度 
                 （５７万円）  （３３万円） 
②実収入伸率×80＝92万円    ③可処分所得伸率×80＝91万円 
④消費者物価伸率×80＝87万円  ⑤きまって支給する給与伸率×80＝91万円 

61年４月 ９０万円 
（据置き） 

－ 

○ 昭和61年４月までは、所得税の控除対象配偶者収入限度額に連動して改定されてきた。 

62年５月 １００万円 ①所得税との連動をやめる    ②実収入伸率×90＝103万円 
③可処分所得伸率×90＝101万円 ④きまって支給する給与伸率×90＝102万円 

元年５月 １１０万円 ①実収入伸率×100＝106万円   ②可処分所得伸率×100＝107万円 
③きまって支給する給与伸率×100＝107万円 

４年１月 １２０万円 ①実収入伸率×110＝124万円        ②可処分所得伸率×110＝124万円 
③きまって支給する給与伸率×110＝119万円   
④国家公務員扶養手当所得基準   110万円→120万円（４年１月） 

４年４月 １２０万円 
（据置き） 

－ 

５年４月 １３０万円 ①実収入伸率×120＝127万円       ②可処分所得伸率×120＝126万円 
③きまって支給する給与伸率×120＝124万円 

○ 昭和62年５月以降は、所得税との連動をやめ、被扶養者の適用を維持するという考え方から、所得水準の伸びに応じた改定を行った。 

※１ 医療保険では、被保険者によって生計を維持されている被扶養者の疾病等は、被保険者にとって経済上の負担となることから、被保険者の生活の安定の 
  ために、被扶養者についても保険給付を行ってきた。 
  
※２ 医療保険における家族の給付割合について  
   国民健康保険では、世帯員（家族）の給付割合が、昭和３４年から昭和４２年まで５割、昭和４３年以降、７割であるが、健康保険では、被扶養者 
  の給付割合が、昭和１８年から昭和４７年までは５割、昭和４８年から昭和５５年までは７割、昭和５６年から平成１４年まで、被扶養者の入院の 
  給付割合が８割（外来は７割）であり、国民健康保険と健康保険で家族の給付割合に差があった。  
  

健康保険の被扶養配偶者認定基準の経緯 

20 



支給開始年齢に係る繰上げ・繰下げ支給制度の国際比較 

（資料出所）  Social Security Programs Throughout the World ほか  

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン 

支給開始 
年齢 

(2010年)  

国民年金(基礎年金) 

65歳 
厚生年金保険 

60歳 
 

※  男性は2025年度
までに、女性は
2030年度までに65
歳に引上げ 

66歳 
 

※ 2027年までに67
歳に引上げ 

男性： 65歳 
女性： 60歳 

 
※ 女性は2020年まで

に65歳に引上げ 
 
※ さらに、2024年か

ら2046年にかけて
男女ともに65歳から
68歳に引上げ 

65歳 
 

※ 2012年から2029年
までに67歳に引上げ 

 
 

60歳 
 
※ 2018年までに62歳

に引上げ 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

61歳以降本人が選
択 

（ただし、保証年金の
支給開始年齢は65歳） 

繰上げ支給
の制度 

【可能な年齢】 
６０歳から繰上げ支
給可能 
 
【給付減額率】 
０．５%／月額、 
６．０%／年額 

【可能な年齢】 
６２歳から繰上げ支
給可能 
【給付減額率】繰上
げ期間が３６か月ま
では約０.５６%／月、
３６か月以降は約０.
４２%／月の割合で
給付額が減額され
る 

繰上げ支給は認め
られていない 

 

【可能な年齢】 
６３歳から繰上げ支
給可能 （３５年の被
保険者期間を有す
る被保険者の場合） 
 
【給付減額率】 
０.３%／月額、 
３.６%／年額 

【可能な年齢】 
５６歳から繰上げ支
給可能（対象者は、
被保険者期間が４２
年以上の者） 
【給付減額率】 
給付は減額されず、
満額受給可 

繰上げ支給は認め
られていない 
（６１歳以降選択可
能） 

繰下げ支給
の制度 

【可能な年齢】 
７０歳まで繰下げ支
給可能 
【給付増額率】 
０．７％／月額、 
８．４％／年額  

【可能な年齢】 
７０歳まで繰下げ支
給可能 
【給付増額率】 
０．６７％／月額、
８％／年 （２００９
年） 

【可能な年齢】 
上限なし 
【給付増額率】 
１０．４％／年（５週
間ごとに１％ずつ増
額。） 

【可能な年齢】 
上限なし 
【給付増額率】 
０．５％／月額、６％
／年 

【可能な年齢】 
上限なし 
【給付増額率】 
５％／年（１四半期
ごとに１．２５％） 

６１歳以降本人が選
択 

 年金の給付額算定に
用いられる支給率（満
額率：50％）は保険加
入期間と年齢に応じて
決定される。 
 65歳から受給し始め
る場合には保険加入
期間の長短にかかわ
らず、支給率は一律満
額率となる。 
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労働力調査（総務省統計局） 

若年者就業率の推移 

○ 15歳～24歳の就業率は、平成22年は男女合わせて39.2％、男性は38.0％、女性は40.5％と
なっており、平成12年と比較して逓減傾向にある。 

※ 若年者就業率：15歳～24歳の労働力人口に占める就業者の割合  
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平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 

(全体) 

(男性) 

(女性) 



在職老齢年金制度が高齢者雇用に与える影響の分析（詳細版） 

○ 清家篤・山田篤裕 「高齢者就業の経済学」2004年 より抜粋（再掲）  
  （1992年（平成４年）の厚生年金受給者資格者と非受給資格者の勤労収入分布について、）厚生年金受給資格のある高

齢者の勤労収入月額分布は、年金がギリギリ８割給付される勤労収入に対応する９～10万円層に明らかなモード（最頻

値）を持っている。これに対して、年金受給資格のない人の勤労収入分布はそのような特性を示さない。 

   この分布は、年金受給資格者の多くが、80％の年金給付を受けるために就労を抑制した結果を反映している。（中略） 

   （同じ比較を2000年（平成12年）のデータで分析し、）厚生年金受給資格を持つ60歳代前半の男性就業者は、８万円～

12万円という勤労収入階層に明らかなモードを持っているのに対して、年金受給資格のない男性就業者の勤労収入分布

には、そうした特性はみられない。 

   1994年の改正はそれ以前の９万5000円といった明らかな屈折点を持たないように、勤労収入と年金の基本月額の合計

が22万円を超えた後も、給付を一気にカットするのではなく、勤労収入１円に対して給付を0.5円減らすといった緩やかなも

のとしたにもかかわらず、収入制限制度が厚生年金受給資格を持つ高齢者の就業行動になお影響を与え続けていること

を示すものといえよう。 23 

○ 在職老齢年金の就業抑制効果については、これまで数多くの研究がある。ただし、平成１６年改正前（一
律２割の支給制限の仕組みが存在）の状況についての研究が多い。 

 ＜例＞ 
 清家篤（１９９３）「高齢化社会の労働市場-就業行動と公的年金」      
 清家篤・山田篤裕（１９９６）「Pension Richの条件」『日本経済研究』 
 安部由起子（１９９８）「1980～1990年代の男性高齢者の労働供給と在職老齢年金制度」『日本経済研究』 
 小川浩（１９９８）「年金・雇用保険改革と男性高齢者の就業行動の変化」『日本労働研究雑誌』 
 岩本康志（２０００）「在職老齢年金と高齢者の就業行動」『季刊社会保障研究』 
 大石亜希子・小塩隆士（２０００）「高齢者の引退行動と社会保障資産」『季刊社会保障研究』 
 三谷直紀（２００１）「高齢者雇用政策と労働需要」猪木・大竹編『雇用政策の経済分析』 
 樋口美雄・山本勲（２００２）「わが国男性高齢者の労働供給行動メカニズム―年金・賃金制度の効果分析と高  
                齢者就業の将来像」『金融研究』 
 大竹文雄・山鹿久木（２００３）「在職老齢年金制度と男性高齢者の労働供給」『選択の時代の社会保障』 
 清家篤・山田篤裕（２００４）『高齢者就業の経済学』 
 石井加代子・黒澤昌子（２００９）「年金制度改正が男性高齢者の労働供給行動に与える影響の分析」『日本労働 
                 研究雑誌』 
  



○ 浜田浩児 「在職老齢年金が高齢者の就業意欲と所得分配に及ぼす影響」2010年 より抜粋  
  在職老齢年金制度の就業抑制効果に関し、表１の関数に基づく個々のサンプルについてのシミュレーションにより、現行制

度と仮に制度（就業に伴う年金減額）がなかったとした場合との継続雇用希望率の差による賃金収入の変化を求めた。シ

ミュレーション結果によれば、在職老齢年金制度の年金減額による就業抑制効果で、平均賃金収入（年額）が２４万円低下

する効果があると推計される。（中略） 

   また、６０歳代前半の在職老齢年金については、２．のように２０２５年度から就業に伴う年金一律２割減額が廃止され、在

職老齢年金額が引き上げられている。これによる就業抑制効果の緩和について、同様のシミュレーションにより、制度改定

前との変化を求めると、平均賃金収入（年額）が１万円上昇する効果があったと推計される。 

24 

○ 一方、平成１６年の改正以後（一律２割の支給制限撤廃後）の在職老齢年金の労働側の供給行動に対す
る研究は、いまだ数が限られているが、就業抑制効果が薄れているという論文（例：山田（２０１１）と、就業抑
制効果は存在し、平成１６年の改正により緩和されたとする論文（例：浜田（２０１０））等があり、未だ学説とし
て固まっているという状況にはない。 

○ なお、厚生労働省に対する国民の声などにおいて、在職老齢年金制度の減額基準の緩和を求める声は、
数多く寄せられている。 

○ 山田篤裕 「雇用と年金の接続－就業抑制と繰上げ受給に関する分析」2011年 より抜粋（再掲）  
  しかし最も興味深いのは、1983年や2000年のデータで確認できた就業抑制要因である、老齢厚生年金の受給資格が（係

数としてはマイナスであるが）10％水準でも有意でないことである。すなわち、老齢厚生年金の受給資格があっても、60－69

歳の就業確率を下げるとは言えないことを示している。厚生年金以外の非勤労収入については、依然として就業抑制効果

が確認できるので、この変化は在職老齢年金制度の制度変更、すなわち一律２割カットの廃止が何らかの影響を与えてい

る可能性を示唆するものである。（中略） 

   以上のように老齢厚生年金受給資格の就業抑制効果は2009年時点では確認できなかった。 



遺族年金の生計維持要件について 
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≪生計維持要件の基準≫ 
 

○ 昭和60年改正において、全国民共通の基礎年金を導入するに当たり、各制度で異なっている支給要件を統一する
という観点から、各年金制度共通の生計維持要件を設定することとされた。 

  
 ＜昭和60年改正における認定基準の概要＞ 
 ・ 「年収600万円以上の収入を将来にわたって有すると認められる者以外の者」を生計維持関係にあると整理。 
   
 ＜考え方＞ 
 ・ 遺族年金の生計維持要件は、法律上の権利発生要件（※）とされており、年金を受ける者と受けない者の差が

非常に大きなものとなるので、通常の所得制限のような支給停止と同様の考え方を採るわけにはいかなかった。 
   （※）権利発生要件：保険事故発生時に受給権が発生するかを判断するための要件であり、受給権が発生しなかった場合は、その後収入が

下がっても、支給停止の解除と異なり、支給が開始される性質のものではない。 
 

 ・ 死亡した配偶者の収入に関わりなく「生計を維持されていた」という要件に当たらないというためには、社会
通念上著しく高額の収入があるもの、すなわち、通常の所得分類の最高位に該当する者ということで被用者年金
の上限10％に当たる年収を基準として採用した。 

  
○ 平成６年改正において、厚生年金の報酬月額の上位約10％に当たる者の変動に合わせて収入額を600万円から850

万円に改定した。 
   
 

≪生計維持の認定事務≫ 
 

○ 裁定請求時に850万円未満の収入額を証明するものとして次のものを添付してもらうことによって認定を行う。 
 ・ 前年又は前々年の源泉徴収票、課税証明書、確定申告書等収入額及び所得額を証明することができる書類など 
 ・ 被用者保険の保険証（被扶養者のみ）、国民年金の第３号被保険者認定通知書、国民年金免除該当通知書など 
○ 前年の収入では850万円以上だが、近い将来において定年等の事情により収入が下がることが確実と認められる

者については、その事情を証明する書類（例えば、定年が明記された就業規則など）を添付してもらうことによっ
て認定を行う。   
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